
土砂災害対策の進捗（効果検証）について

平成２８年 11月 8日（火）

大阪府土砂災害対策審議会
資料２

大阪府都市整備部 河川室

2016/11/8



指標とするには

• デモンストレーション的な避難訓練ではなく、検証のための⽬的意識をもった避難訓
練をする必要がある。

• シミュレーションにより、避難時間の検証や、避難時間の短縮となる方法の検証も効
果検証のひとつ。

• 小学校校区でまとまっていることが多いため、地域をよく知る古くから住まわれている
⽅と⼩学⽣の新しい意⾒を合わせることも効果的。

• ⾏政主体の予算や⼈材がしっかりとした体制だけではなく、地域が⾃主的に取り組
めるような⼈的補助、予算措置があれば競争意識も出て効果的。

• 避難経路をきちんと検証したソフト・ハードの両面からの整備も⾏うべき。

2

土砂災害対策の効果検証について

■地区単位のハザードマップ作成・活⽤に関する前回からの意⾒

• 「今後の土砂災害対策進め方」のとりくみ経過について

• 地区単位のハザードマップ作成実績・効果検証

• 課題整理

• 土砂災害対策の指標（効果検証）について



◇「逃げる」〜住⺠⾃ら避難⾏動が取れる社会の構築「地区単位ハザードマップの作成」

土砂災害対策の効果検証について

土砂災害に関する市町村３３市町村のうち２４市町村で少なくとも１箇所作成
地区単位ですべて完了している市町村は限られている。

24市町村134地区（避難⾏動単位）において作成（Ｈ28.9末時点）

◆主に⼟砂災害防⽌法に伴う基礎調査実施の際に、⼟砂災害対策についての理解および区域指
定箇所の周知を併せて実施。

「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会による 提言 （H24年8月）
【基本理念】 「府内での土砂災害による犠牲者ゼロの継続」（人命を守ることを最優先）
「逃げる」「凌ぐ」施策と、「防ぐ」施策を併せた総合的・効率的な施策を着実に推進

地区単位のハザードマップ手順＜１地区 ２回〜４回開催＞

★第一に「逃げる」施策の重点実施
（自助、共助を支える公助）

〇施策の根幹をなす区域指定に基づいた「地

区単位のハザードマップ」の早期作成

■危険個所の明確化と住⺠周知≪気づき≫

■警戒避難体制の整備≪深め≫

■住⺠の避難⾏動意識の向上≪動く≫

土砂災害とその

前兆現象について

土砂災害対策や前兆現象、

地区の防災体制やハザー
ドマップについて説明

地域の伝承・

災害履歴について

地区住民から災害履歴や注
意すべき箇所の聞き取り。

フィールドワーク

地区住民と共に 現地確認。
現場での問題や課題を抽出

地域の警戒避難体制

について

地域の自助・共助による
自主警戒避難体制を検討

※NPO等技術支援 3
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実績・効果検証

ハザードマップを活用した避難訓練

夜間訓練

Ｈ26年8月の広島市で夜間に発生した土砂災害を教訓として、夜間の集中豪雨を想
定して実施。

実施日時：第1回 平成２７年６月２０日（土）20:00〜21:00
第2回 平成２８年６⽉１８⽇（⼟）20:00~21:00

参加者 ：情報伝達約300,000人、訓練約300人
気象想定：13:00大雨洪水注意報発表

17:00大雨警報（土砂災害、浸水害）、洪水警報発表
20:00土砂災害警戒情報 発表

訓練態様

・大阪府、市町、防災機関との災害情報伝達訓練
・市町エリアメール、防災⾏政無線を活⽤した避難勧告に基づく住⺠避難（屋内垂
直避難）
・検証

土砂災害対策の効果検証について



要配慮者利用施設内の夜間垂直避難訓練

（H28 大阪府泉大津）

土砂災害対策の効果検証について

１）実施日

平成２７年６月２０日

２）実施地区名

大阪府和泉市南横山校区ほか

３）実施地区数

和泉市南横山校区外１１地区

４）参加人数

383名

５）参加機関

消防団、駐在所、当該市町の地域住民

６）実施訓練内容

ハザードマップ等を活用した夜間避難

訓練

７）工夫した点

・昨年の広島の土砂災害が夜間にあった

ことを受けて、夜間に避難訓練を実施

夜間の避難訓練

【訓練概要】
大阪府和泉市外４市町では、昨年８月、広島市で夜間に発生した土砂災害を教訓として、府域の土砂災害

危険箇所などにおける夜間の集中豪雨を想定して、避難訓練を実施した。夜間の住民避難に関する課題を抽
出し、更なる防災力の向上に向けた取り組みを行っている。

住民等による夜間避難訓練

（大阪府和泉市）

住民等による夜間避難訓練

（大阪府河南町）

住民等による夜間避難訓練

（大阪府岸和田市）

実績・効果検証
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土砂災害対策の効果検証について

＜効果検証＞

・避難訓練の参加者は15%前後
・避難所の認知は60〜80％
・マップでの危険箇所の確認は60%程度
◆避難所までの時間がかかる、準備に時間がかかる。
◆夜間の避難の難しさを認識

実績・効果検証

H27,28は異なる地区。

訓練参加住⺠（⽔平避難）
H27 165名,H28 53名



土砂災害対策の効果検証について
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⼤阪府夜間避難安全対策促進事業に関する事業補助⾦交付要綱 策定 平成28年３⽉29日

⼟砂災害に対する的確な避難⾏動への重要性を増すなか、府⺠の「逃げる」対策の充実のため、市町村が⾏う安全性の向

上に資する避難誘導灯等の設置に要する経費についての補助。

＜補助対象＞

ハザードマップ作成し、夜間避難訓練を実施

平成27年10月 モデル地区による実施

太子町山田地区

[⼤阪府災害時資機材（⼟砂災害警戒区域等）の配備に関する事業補助⾦交付要綱 平成28年４⽉１⽇施⾏]

実績・効果検証

■H２８年度より制度設定



土砂災害対策の効果検証について

⇒１件あたり10万程度

○職員の負担

○図面作成の手段がない。

○費用負担

⇒第1回目のみ市職員が説明､地区の進捗に合わせて対応

○周知方法

⇒レイアウトを含め印刷業者へ依頼

⇒広報、⾃主防災会、町会⻑会等これまで開催している集まりを利⽤。

◆⾏政主導の課題、解消⽅法

※⾏政主導でないため、地域での防災意識向上につながる。

■⾏政主導でないハザードマップの作成

実績・効果検証

富⽥林市 平成28年６⽉広報

◆H24 ⾏政主導で実施

◆H25より地区等地域主導で実施
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土砂災害対策の効果検証について
実績・効果検証

＜早めの避難＞

平成28年９⽉18〜20日 （台風１６号）

富⽥林市 嬉地区

9月20日 15:40 土砂災害警戒情報発表
15:50 避難勧告 発令

9月20日 9:41 避難所開設
11:45 避難準備情報

午前中には住⺠避難

9月20日 19:25 土砂災害警戒情報解除

法面崩壊発生

9月19日 4:58 大雨（浸水・土砂災害）・洪水警報
6:18 暴⾵警報

その他
地区単位のハザードマップ作成による地域での効果（気づき）

・避難所が遠いため、⾃治会⻑⾃ら近隣の丈夫な（RC構造物）施設に一時避難所として依頼。
・避難所よりも近くにある新たな施設（市営）を一時避難所に設定。
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土砂災害対策の効果検証について

課題整理
これまでの実績および検証結果

・地区単位のハザードマップ作成実績の積み上げ

「⼟砂災害警戒避難ガイドライン」（国⼟交通省）

平成26年8月の広島市での土砂災害を受け、土砂災害防止法を改正し、平成19年4⽉に⼟砂災害への警戒避難が的確に⾏える
よう改訂 平成27年1月）

○土砂災害の危険性の周知 ⇒危険箇所の住⺠への徹底周知

○情報の収集 ⇒地域住⺠と連携した災害発生や予兆に関する情報の収集方法の解説

○防災意識の向上 ⇒実践的で多くの住⺠が参加する防災訓練の展開

次世代の地域防災の担い手である児童・生徒への防災教育の推進

各地区の特性、リスクを把握し、リスクに応じた避難の体制づくりや啓発方法等地域との連携が必要

地域特性をふまえた具体的な対策

・子ども（小学校）の学習の中で防災教育の導入

・検証し、効果のある箇所へのハード整備（重点化整理）

・シミュレーション（訓練）を

繰り返すにより、避難できな

い区間の解消や早い避難等、

ハザードマップを利⽤し各地

区の効果検証

・地区におけるタイムラインの

設定・ハザードマップを活用し、目的をもった避難訓練の実績

・避難所までの時間を検証し、早めの避難

・地域に効果があり、負担の少ないハザードマップ作成方法の検証



土砂災害対策の効果検証について
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No. 指定箇所 地区 HM（1st） 避難訓練（2nd) 検証等

1 Ｋ００００１ A地区 有 有 １回 避難所の変更

2 Ｋ００００２ A地区 有 有 １回

3 Ｋ００００３ B地区 無 無

4 Ｋ００００４ C地区 有 無

5 Ｋ００００５ D地区 有 有 ２回 避難誘導灯

指標 5地区 4/5
(80%)

3/5
(60%)

うち複数
1/5

（20%）

施設整備 …

⼟⽯流

急傾斜

文 避難所

ハザードマップ

地区単位

での効果

一次避難所

要

詳細な評価は各地区ごとで
は、地域特性が異なることか
ら数値化が困難

大雨の時溢れる

早めの避難

早めの避
難・声掛け

凌ぐ

防ぐ

逃げる

大阪府の土砂災害対策としての数値化（数値目標）は指定箇所に対するハザードマップ作成数とす
るものの、市町村や地域によるハザードマップ作成の取組み状況およびハザードマップを活用した効果事
例、⼤阪府における新たな制度等については、「土砂災害に対する日常からの啓発」のひとつとして共有
し、より効果のある方法を啓発できるよう工夫。



土砂災害防止法区域指定（H28.9.15指定完了）

基本的な考え方： 土砂災害による犠牲者ゼロの継続

（イエロー） （レッド）

土砂災害警戒区域 Ｙ：８，３４５箇所 内特別警戒区域 Ｒ：７，７５８箇所

区域指定

開示・法による制限

区域指定

開示・法による制限

「逃げる」HM作成

<早期対策＞

地域のリスクを知り、

避難行動の遅れを

軽減

「逃げる」HM作成

<早期対策＞

地域のリスクを知り、

避難行動の遅れを

軽減

災害リスクの大きさ(イメージ)

逃げる 避難路・避難場所の周知（HM作成） 防ぐ
重点化指標による整備

避難所・要配慮者利⽤
施設等を優先

「被害軽減」凌ぐ

8,500箇所からの避難

両施策よりR内家屋の被害軽減

大

小

⇒犠牲者ゼロ継続に最も効果的な「逃げる」指標をトータルマネージメント指標とする。

土砂災害に強いまち

「逃げる」と併せた

「防ぐ」「凌ぐ」施策に

より被害を軽減

避難所等を優先

逃げる 地域のリスクを知り、

避難⾏動の遅れを軽減
（ハザードマップ作成）

凌ぐ

・レッド内にある建物
の移転・補強のための
助成制度
・レッド内への新規開
発抑制

8,345箇所からの避難

人命を守るために最も効果的である「逃げる」（ハザードマップ作成等）を基盤とし、「防ぐ」
（施設整備）と「凌ぐ」（移転・補強）を合わせることで、⼟砂災害に強いまちづくりを⽬指す

防ぐ
（⼟⽯流対策・

急傾斜地崩壊対策）

・避難所・要配慮者利⽤
施設等が含まれる地区
の保全を優先
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・現在24市町村で作成している地域版ハザードマップについて、土砂災害からの危険を有する33市町村すべてにおい
て、１地区以上作成できるよう支援。
・⼟砂災害特別警戒区域内に避難所・要配慮者利⽤施設を有する地域への周知を最優先に⽀援。
・予算措置方法の改善、全市町村へ実績の共有支援

土砂災害対策の効果検証について


